○滝川地区広域消防事務組合手数料条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成12年３月27日条例第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成17年３月24日条例第４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年12月１日条例第10号
平成24年３月２日条例第２号
平成26年３月５日条例第６号
　滝川地区広域消防事務組合消防手数料条例（昭和47年滝川地区広域消防事務組合条例第17号）の全部を改正する。

　（趣旨）

第１条  この条例は、別に定めるものを除くほか、地方自治法（昭和22年法律第67号）第227条の規定に基づく手数料に関し、必要な事項を定めるものとする。

　（手数料を徴収する事務等）

第２条　手数料を徴収する事務並びに手数料の額及び徴収時期は、別表に定めるところによる。この場合において、当該手数料の額は、当該各号に特別の計算単位の定めのあるものについてはその計算単位につき、その他のものについては１件につき、それぞれ当該各号に定める額とする。

　（手数料の不還付）

第３条　既に納付した手数料は、還付しない。ただし、組合長が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。

　（事実の認証）

第４条　証明書の形式を用いないものであっても、文書をもって事実を認証するものは、すべて証明書の交付と同じ扱いとする。

　（手数料の免除）

第５条　次の各号のいずれかに該当するときは、手数料（別表の１の項及び２の項に規定する手数料を除く。）を徴収しない。

　⑴　官公署から請求を受けたとき。

　⑵　一般に周知させる必要のある文書等を閲覧に供するとき。

　⑶　生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定により扶助を受けている者又は手数料を納入する資力がないと認められる者から申請があったとき。

　⑷　法令の規定により、無料で取扱いをしなければならないとき。

　⑸　前各号に掲げるもののほか、組合長が特別の理由があると認めたとき。

　（過料）

第６条　詐欺その他不正の行為により、手数料の徴収を免れた者については、その免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処する。

　　　附　則
　この条例は、平成12年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成17年３月24日条例第４号）

　この条例は、平成17年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成22年12月１日条例第10号）
　この条例は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年３月２日条例第２号）

　この条例は、平成24年４月１日から施行する。

附　則（平成26年３月５日条例第６号）
この条例は、平成26年４月１日から施行する。
別表（第２条第１項関係）

	手数料を徴収する事務
	手　　　数　　　料

	
	額
	徴収時期

	１　消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）に
基づく事務のうち、次に掲げるもの。

⑴　法第10条第１項ただし書の規定に基づく指定数量以上の危険物を仮に貯蔵し、又は取り扱う場合の承認の申請に対する審査

⑵　法第11条第１項前段の規定に基づく製造所の設置の許可の申請に対する審査

ア　指定数量の倍数が10以下のもの

イ　指定数量の倍数が10を超え50以下のもの

ウ　指定数量の倍数が50を超え100以下のもの

エ　指定数量の倍数が100を超え200 以下のもの

オ　指定数量の倍数が200を超えるもの

⑶　法第11条第１項前段の規定に基づく貯蔵所の設置の　　許可の申請に対する審査

ア　屋内貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

(ｱ) 指定数量の倍数が10以下のもの

(ｲ) 指定数量の倍数が10を超え50以下のもの

(ｳ) 指定数量の倍数が50を超え100以下のもの

(ｴ) 指定数量の倍数が100を超え200以下のもの

(ｵ) 指定数量の倍数が200を超えるもの

イ　屋外タンク貯蔵所（特定屋外タンク貯蔵所、準特定

屋外タンク貯蔵所及び岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査

(ｱ) 指定数量の倍数が100以下のもの

(ｲ) 指定数量の倍数が100を超え10,000以下のもの

(ｳ) 指定数量の倍数が10,000を超えるもの

ウ　準特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋外タ

ンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査

エ　特定屋外タンク貯蔵所（浮き屋根を有する特定屋外
タンクのうち総務省令で定めるものに係る特定屋外タ
ンク貯蔵所（オにおいて「浮き屋根式屋外タンク貯蔵
所」という。）、浮き蓋付きの特定屋外貯蔵タンクのうち総務省令で定めるものに係る特定屋外タンク貯蔵所（オにおいて「浮き蓋付き屋外タンク貯蔵所」という。）及び岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査

(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上5,000キロリットル未満のもの

(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上10,000キロリットル未満のもの

(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリットル以上50,000キロリットル未満のもの

(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリットル以上100,000キロリットル未満のもの

(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロリットル以上200,000 キロリットル未満のもの

(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロリットル以　上300,000 キロリットル未満のもの 

      (ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロリットル以上400,000 キロリットル未満のもの

(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以　　上のもの

オ　浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付き特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上5,000キロリットル未満のもの

(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上10,000キロリットル未満のもの

(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリットル以　上50,000キロリットル未満のもの

(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリットル以　上100,000キロリットル未満のもの

(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロリットル以上200,000キロリットル未満のもの

(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロリットル以上300,000キロリットル未満のもの

(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロリットル以上400,000キロリットル未満のもの

(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上のもの

カ　岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置の許可　　の申請に係る審査

(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル　 　       未満のもの

(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル　 　        以上500,000 キロリットル未満のもの

(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が500,000キロリットル 　       以上のもの

キ　屋内タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

ク　地下タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

      (ｱ) 指定数量の倍数が100以下のもの

      (ｲ) 指定数量の倍数が100を超えるもの

ケ　簡易タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

コ　移動タンク貯蔵所（サに規定する移動タンク貯蔵      所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査

サ　積載式移動タンク貯蔵所又は航空機の燃料タンク　に直接給油するための給油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

シ　屋外貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査

⑷　法第11条第１項前段の規定に基づく取扱所の設置の　許可の申請に対する審査

    ア　給油取扱所（屋内給油取扱所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査

イ　屋内給油取扱所の設置の許可の申請に係る審査

ウ　第１種販売取扱所の設置の許可の申請に係る審査

エ　第２種販売取扱所の設置の許可の申請に係る審査

オ　移送取扱所の設置の許可の申請に係る審査

(ｱ) 危険物を移送するための配管の延長（当該配管の起点又は終点が２以上ある場合には、任意の起点から任意の終点までの当該配管の延長のうち最大のもの。以下この項の⑷から⑹まで及びこの項の⑽において同じ。）が15キロメートル以下のもの（危険物を移送するための配管に係る最大常用圧力が0.95メガパスカル以上のものであって、かつ､危険物を移送するための配管の延長が7キロメートル以上のものを除く。）

(ｲ) 危険物を移送するための配管に係る最大常用圧力が0.95メガパスカル以上のものであって、かつ、危険物を移送するための配管の延長が７キロメートル以上15キロメートル以下のもの

(ｳ) 危険物を移送するための配管の延長が15キロメートルを超えるもの
カ　一般取扱所の設置の許可の申請に係る審査

   　 (ｱ) 指定数量の倍数が10以下のもの

   　 (ｲ) 指定数量の倍数が10を超え50以下のもの

   　 (ｳ) 指定数量の倍数が50を超え100以下のもの

   　 (ｴ) 指定数量の倍数が100を超え200以下のもの

   　 (ｵ) 指定数量の倍数が200を超えるもの
⑸　法第11条第１項後段の規定に基づく危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造又は設備の変更の許可の申請に対する審査

ア　製造所の位置、構造又は設備の変更の許可の申請に係る審査

イ　貯蔵所の位置、構造又は設備の変更の許可の申請に係る審査
ウ　取扱所の位置、構造又は設備の変更の許可の申請に係る審査

⑹　法第11条第５項及び危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号。以下この項において「政令」という。）第８条第３項の規定に基づく危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の完成検査で次に掲げる検査
ア  製造所の設置の許可に係る完成検査

イ　貯蔵所の設置の許可に係る完成検査

(ｱ) 屋外タンク貯蔵所

(ｲ) その他の貯蔵所

ウ  取扱所の設置の許可に係る完成検査

エ  製造所の位置、構造又は設備の変更の許可に係る 　 　完成検査

オ　貯蔵所の位置、構造又は設備の変更の許可に係る　　完成検査

(ｱ) 屋外タンク貯蔵所

(ｲ) その他の貯蔵所

カ  取扱所の位置、構造又は設備の変更の許可に係る      完成検査

⑺　法第11条第５項ただし書の規定に基づく危険物の製　　造所、貯蔵所又は取扱所の仮使用の承認の申請に対する審査

⑻　法第11条の２第１項及び政令第８条の２第７項の規　　定に基づく危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置の許可に係る完成検査前検査で次に掲げる検査

　　ア　水張検査で次に掲げるタンク

　　　(ｱ) 容量10,000リットル以下のもの

　　　(ｲ) 容量10,000リットルを超え1,000,000リットル以下のもの

　　　(ｳ) 容量1,000,000 リットルを超え2,000,000リットル以下のもの

　　　(ｴ) 容量2,000,000リットルを超えるもの

　　イ　水圧検査で次に掲げるタンク

  　　(ｱ) 容量600リットル以下のもの

　　　(ｲ) 容量600リットルを超え10,000リットル以下のもの

　　　(ｳ) 容量10,000リットルを超え20,000リットル以下のもの

　　　(ｴ) 容量20,000リットルを超えるもの
　　ウ　基礎・地盤検査で次に掲げる特定屋外タンク貯蔵所

　　　(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上5,000キロリットル未満のもの

　　　(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上10,000キロリットル未満のもの

　　　(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリットル以上50,000キロリットル未満のもの

　　　(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリットル以　　　　上100,000 キロリットル未満のもの

　　　(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロリットル以上200,000キロリットル未満のもの

　　　(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロリットル以上300,000キロリットル未満のもの

　　　(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロリットル以上400,000キロリットル未満のもの

　　　(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上のもの

　　エ　溶接部検査で次に掲げる特定屋外タンク貯蔵所

　　  (ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上5,000キロリットル未満のもの

　　　(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上10,000キロリットル未満のもの

　　　(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリットル以上50,000キロリットル未満のもの

　　　(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリットル以上100,000 キロリットル未満のもの

　　　(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロリットル以上200,000 キロリットル未満のもの

　　　(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロリットル以上300,000キロリットル未満のもの

　　　(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロリットル以上400,000キロリットル未満のもの

　　　(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上のもの

　　オ　岩盤タンク検査で次に掲げる屋外タンク貯蔵所

　　　(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル未満のもの

　　　(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上500,000キロリットル未満のもの

　　　(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が500,000キロリットル以上のもの

　⑼　法第11条の２第１項及び政令第８条の２第７項の規　　定に基づく危険物の製造所、貯蔵所又は取扱所の位置､構造又は設備の変更の許可に係る完成検査前検査で次に掲げる検査

　　ア　水張検査

　　
イ　水圧検査

　　
ウ　基礎・地盤検査

　　エ　溶接部検査

　　オ　岩盤タンク検査

　⑽　法第14条の３第１項又は第２項の規定に基づく特定屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所の保安に関する検査で次に掲げる検査

　　ア　特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。）の保安に関する検査

　　　(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上5,000キロリットル未満のもの

　　　(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が5,000キロリットル以上10,000キロリットル未満のもの

　　　(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が10,000キロリットル以上50,000キロリットル未満のもの

　　　(ｴ) 危険物の貯蔵最大数量が50,000キロリットル以上100,000 キロリットル未満のもの

　　　(ｵ) 危険物の貯蔵最大数量が100,000キロリットル以上200,000キロリットル未満のもの

　　　(ｶ) 危険物の貯蔵最大数量が200,000キロリットル以上300,000キロリットル未満のもの

　　　(ｷ) 危険物の貯蔵最大数量が300,000キロリットル以上400,000 キロリットル未満のもの

　　　(ｸ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上のもの
イ　岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の保安に関する検査

　　　(ｱ) 危険物の貯蔵最大数量が1,000キロリットル以上400,000キロリットル未満のもの

　　　(ｲ) 危険物の貯蔵最大数量が400,000キロリットル以上500,000キロリットル未満のもの

　　　(ｳ) 危険物の貯蔵最大数量が500,000キロリットル以上のもの

　　ウ　移送取扱所の保安に関する検査

　　  (ｱ) 危険物を移送するための配管に係る最大常用圧力が0.95メガパスカル以上であって、かつ、危険物を移送するための配管の延長が７キロメートル以上15キロメートル以下のもの

　　　(ｲ) 危険物を移送するための配管の延長が15キロメートルを超えるもの
２　申請に対する検査のうち、次に掲げるもの。

　⑴　北海道建築基準法施行条例（昭和35年北海道条例第33号）第17条第３項の規定に基づく煙突の検査の申請に対する検査

　⑵　滝川地区広域消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第１号。以下「条例」という。）第54条の２の規定に基づく少量危険物タンクの水張又は水圧検査の申請に対する検査

　　ア　水張検査

　　イ　水圧検査

　　  (ｱ) 容量600リットル以下のもの

　　　(ｲ) 容量600リットルを超えるもの

　⑶　前各項に掲げるもの以外の申請に対する検査
３　証明書等の交付に関する事務のうち、次に掲げるもの
⑴　条例第53条第６号の規定に基づく煙突掃除業届出書      の届出済証の交付

　⑵　条例第53条第７号の規定に基づく液体燃料を使用する燃焼機器の分解掃除及び整備業届出書の届出済証の交付

⑶　り災に関する証明書の交付

　⑷　集合煙突検査済証の交付

　⑸　前各項に掲げるもの以外の事項に関する証明書等の
　　交付
	１件につき 5,400円

１件につき39,000円

１件につき52,000円

１件につき66,000円

１件につき77,000円

１件につき92,000円

１件につき20,000円

１件につき26,000円

１件につき39,000円

１件につき52,000円

１件につき66,000円

１件につき20,000円

１件につき26,000円

１件につき39,000円

１件につき530,000円

１件につき830,000円

１件につき1,010,000円

１件につき1,120,000円

１件につき1,420,000円

１件につき1,660,000円

１件につき3,880,000円

１件につき5,100,000円

１件につき6,290,000円

１件につき1,130,000円

１件につき1,340,000円

１件につき1,500,000円

１件につき1,830,000円

１件につき2,140,000円

１件につき4,350,000円

１件につき5,570,000円

１件につき6,770,000円

１件につき5,750,000円

１件につき7,250,000円

１件につき10,700,000円

１件につき26,000円

１件につき26,000円

１件につき39,000円

１件につき13,000円

１件につき26,000円

１件につき39,000円

１件につき13,000円

１件につき52,000円

１件につき66,000円

１件につき26,000円

１件につき33,000円

１件につき21,000円

１件につき87,000円

87,000円に危険物を移送するための配管の延長が15キロメートル又は15キロメートルに満たない端数を増すごとに22,000円を加えた金額

１件につき39,000円

１件につき52,000円

１件につき66,000円

１件につき77,000円

１件につき92,000円

 １の項の⑵に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑶に掲げる区分（特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。）にあっては、屋外貯蔵タンクのタンク本体並びに基礎及び地盤（地中タンク（危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号。以下この項において「規則」という。）第４条第３項第４号に規定する地中タンクをいう。）に係る特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所にあってはタンク本体及び地盤、海上タンク（規則第３条第２項第１号に規定する海上タンクをいう。）に係る特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵所にあってはタンク本体及び定置設備（規則第４条第３項第６号の２に規定する定置設備をいう。）（定置設備の地盤を含む。））の変更以外の変更に係る変更の許可の申請に係る審査の場合、岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所にあっては、岩盤タンクのタンク本体の変更以外の変更に係る変更の許可の申請に係る審査の場合には、１の項の⑶のイに掲げる屋外タンク貯蔵所の区分）に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑷に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑵に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑶のイに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑶に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑷に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１の項の⑵に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の４分の１に相当する金額

１の項の⑶のイに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の４分の１に相当する金額

１の項の⑶に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の４分の１に相当する金額
１の項の⑷に掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の４分の１に相当する金額
１件につき5,400円

１件につき6,000円

１件につき11,000円

１件につき15,000円

15,000円に1,000,000リットル又は1,000,000リットルに満たない端数を増すごとに4,400円を加えた金額

１件につき6,000円

１件につき11,000円

１件につき15,000円

15,000円に10,000リットル又は10,000リットルに満たない端数を増すごとに4,400 円を加えた金額

１件につき410,000円

１件につき540,000円

１件につき700,000円

１件につき920,000円

１件につき1,040,000円

１件につき1,600,000円

１件につき1,820,000円

１件につき2,030,000円

１件につき490,000円

１件につき630,000円

１件につき990,000円

１件につき1,310,000円

１件につき1,720,000円

１件につき3,320,000円

１件につき4,060,000円

１件につき4,650,000円

１件につき9,100,000円

１件につき12,400,000円

１件につき17,000,000円

この項の⑻のアに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一の金額
この項の⑻のイに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額と同一の金額

この項の⑻のウに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

この項の⑻のエに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

この項の⑻のオに掲げる区分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の２分の１に相当する金額

１件につき310,000円

１件につき430,000円

１件につき720,000円

１件につき960,000円

１件につき1,210,000円

１件につき2,950,000円

１件につき3,620,000円

１件につき4,170,000円
１件につき2,660,000円

１件につき3,190,000円

１件につき4,790,000円

１件につき70,000円
70,000円に危険物を移送するための配管の延長が15キロメートル又は15キロメートルに満たない端数を増すごとに17,000円を加えた金額
１基につき1,500 円

１件につき6,000 円

１件につき6,000 円

１件につき11,000円

１件につき1,500 円
１件につき1,500 円

１件につき3,000 円

１通につき500 円

１通につき500 円

１通につき500 円
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